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⽬次 2020年3⽉期 第2四半期 決算概要
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当第2四半期の売上⾼は、
前年同期⽐１３億円減少の、２６８億円となり、
５期ぶりの減収となりました。

利益⾯でも、
営業損失 ３億円、
経常損失 ６千万円、
親会社株主に帰属する四半期純損失 2億円となり、
減収となった結果、各利益は３期ぶりに減益となりました。
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売上⾼・利益の過年度推移
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営業利益の前年同期⽐較において、
事業別売上⾼と営業費⽤の増減を⽰しています。

減収により、営業利益も３億円の損失となりました。



7

事業別売上⾼について

・企業向けに、住宅地図帳やパッケージ商品を提供する「プロダクト事業」は、
住宅地図データ配信や、ＧＩＳパッケージ等の売上が
堅調に推移したことなどにより、１億円の増収となりました。

・中央省庁や⾃治体向けにビジネスを展開する「公共ソリューション事業」は、
住宅地図データの販売増加や受託案件などにより、２億円の増収となりました。

・企画地図やオリジナルの地図柄商品等を提供する「マップデザイン事業」は、
ほぼ前期並みで推移しました。

・「オートモーティブ事業」は、既存の国内カーナビ⽤データの販売は堅調ですが、
前期発⽣した受託データ販売の反動減等により、９億円の減収となりました。

・「ＩｏＴ事業」は、スマートフォン向けサービスの有料会員数の減少が
続くものの、ソリューションビジネスの増加などで、1億円の減収にとどまりました。
Googleとの契約に関して、上期業績への影響は軽微であります。

・中堅企業、個⼈事業主対象とする「マーケティングソリューション事業」は、
ダイレクトメール等の取引の減少等により、５億円の減収となりました。

以上の結果、マーケティングソリューション事業の減収などにより、
営業費⽤も減少いたしましたが、営業利益は１０億円の減益となりました。
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キャッシュ・フローの状況について

営業活動においては、
法⼈税等の⽀払いや、たな卸資産の増加などがあったものの、
売上債権の回収などにより、３８億円の収⼊となりました。

投資活動として、
有形及び無形固定資産の取得などで２１億円を⽀出した結果、
フリーキャッシュフローは、１６億円となりました。

この資⾦と現預⾦から、
配当⾦の⽀払い、リース債務の返済など
財務活動で、１０億円を⽀出しました。



9

2020年3⽉期 通期業績予想
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通期業績予想については、
第２四半期までの取り組みは、概ね計画通りに進捗していること、
また、当社グループの売上⾼及び利益が、
第４四半期に集中する傾向に変わりないことから、
４⽉２６⽇に公表した業績予想を据え置き、
売上⾼６３８億円、営業利益５９億円としています。
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配当⾦について

当社は安定的かつ継続的な配当の実施を基本⽅針としており、
中間配当は当初の予想どおり、１株当たり１２円５０銭とします。
また、期末配当も、同じく１２円５０銭を⾒込んでおり、
年間配当⾦は、前期⽐１円増配の、２５円を予定しています。
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中⻑期経営計画（ZGP25）における各事業の取り組み



ZGP25 １stステージでは、
事業を6つに区分し、３ヶ年の売上⽬標を掲げています。

ZGP25 １stステージでは、ビジネスモデルの変⾰をテーマに掲げ
フロー型からストック型のサービスへの転換に取り組んでいます。
2022年3⽉期のオートモーティブ事業、IoT事業の売上が鈍化するのは
ストック型への移⾏による影響を反映しています。
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プロダクト事業では、
ライセンス商品によるストック型ビジネスへのシフトを⽬指しており、
若⼲の遅延はあるものの、GISパッケージが順調に推移しています。

業種では、「GISパッケージ不動産」が伸張しており、
今年9⽉には、「過去地図機能」を追加するなど、
機能追加によるアップセルも狙っていきます。

建設パッケージも「建設、設計、施⼯」という業務単位での
パッケージをリリースする予定です。

また、GISパッケージのエリア・価格戦略の⾒直しを⾏います。
現在は⼀律、1都道府県１IDで⽉額1万円ですが、
政令指定都市などの狭域エリアにおける
より細かなニーズに合わせたサービスを検討していきます。
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ZENRIN GISパッケージの紹介
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公共ソリューション事業では、
⾃治体のプラットフォーム戦略が徐々に進んでいます。

特に防災関連において、
実証実験レベルの案件が、実際の納品となるケースも出てきました。
（例︓福岡県朝倉市へ「気象災害予測⽀援システム」を納品）

2016年以降、約300⾃治体にハザードマップも納品しています。

浸⽔情報などを表現するには、住宅地図レベルのデータが必要です。
昨今の⾃然災害の影響を受け、被害想定が⾒直された場合、
防災関連での住宅地図のニーズは増加すると⾒込んでいます。

汎⽤的なフォーマット化によるコスト削減も実施しながら、
全⾃治体への浸透を⽬指します。
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⾃治体専⽤ネットワーク「LGWAN」に対応したサービスでも、
防災関連機能をパッケージした「防災パック」を販売しています。

現在は、⾃治体内部での閉じたサービスですが、
住⺠向けのアプリと連動させるサービス等を提案することも
検討しています。
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マップデザイン事業は、当社にとってコンシューマー向けビジネスへの
チャレンジです。
まだ⼩規模ではありますが、認知度を上げるプロモーションという
位置づけもあり、徐々に浸透してきていると実感しています。

公式ライセンス商品など、
イベント系ビジネスも当事業に位置付けています。
最近の⼤型スポーツイベントでも公式ライセンス商品の販売を⾏い、
10万個以上の商品を出荷しました。

当社の地図データを活⽤した商品開発と提供を
今後も積極的に継続していきます。
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オートモーティブ事業は、
現時点では、当社から⾃動⾞メーカーにデータを納品するという
フロー型ビジネスが⼤半ですが、今後のコネクテッドの進展に伴い、
ストック型への転換を図っていきます。

当社の顧客も、⾃動⾞メーカーだけでなく、⼀般コンシューマーも
視野にいれたサービスの開発が必須であると考えています。
クラウドナビの直接提供によるライセンスビジネスの構築など、
フロー型から、安定したストック型ビジネスを拡⼤していきます。

⾃動運転ビジネスは、現在、研究開発の受託と量産の⾕間です。
普及時期などの予測は困難ですが、
⾃動運転（AD）、⾃動運転⽀援（ADAS）における
多様なニーズに対応していけるよう、今後も引き続き注⼒していきます。
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IoT事業では、
スマホ向けナビサービスなど、汎⽤性の⾼い商品は
利⽤⽤途特化型の商品と⽐較し、需要が減少している状態です。

様々なプラットフォーマーは、汎⽤的なサービスから
消費者の利⽤に特化したサービスの開発にシフトしています。

当社グループも多様な企業と協業していますが、
今後は、利⽤⽤途に対応した
各プラットフォーマーへの地図データ提供とソリューション提供が
重要だと考えています。



MaaSへの取り組みは、
プラットフォーマーへの基盤＋ソリューション提供の⼀例です。

MaaSは移動に関する位置情報サービスですが、
当社は、移動に必要なネットワーク 「Mobility based Network」の
全国整備を進めています。

MaaS実現のため、移動に必要なネットワークを交通結節点で
繋げることで、最適な情報を提供します。

更に、様々な企業とのアライアンスにより、
Mobility based Networkと、地域情報・最適ルート・ビッグデータの
分析といったソリューションを提供することで、
新たなサービスの提供が可能となります。
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MaaSの事例として、タクシー業界との取り組みを紹介します。

移動における3次交通⼿段としてのタクシーの利便性・快適性向上のた
め
タクシー業界に次世代タクシー配⾞システムの導⼊が進んでいます。

当社は以前より、タクシー配⾞システム向けに、
住宅地図データを提供してきました。
今後は、ビッグデータと位置情報を連携させた需給予測や、
ドライバーが安全に⾛⾏できるルート案内、
ドライブレコーダーの画像やプローブを活⽤した地図メンテナンスの
効率化を⽬的に、タクシー業界との提携を強化していきます。
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マーケティングソリューション事業では、
ダイレクトメール発送代⾏ビジネスの市場縮⼩が続いており、
想定はしていたものの、それ以上に売上は減少しています。

各⼦会社による現状の受託取引だけでは、利益貢献や事業成⻑に
限界があることは想定内であり、対策として、各⼦会社の連携を
⼀層強化していきます。

これにより、商圏分析から、メディア作成、運⽤まで、
マーケティングソリューションのバリューチェーンを構築し、
主に⼩売店や中⼩規模企業を対象とした、
販促⽀援サービスを、パッケージ化して提供する予定です。



販促⽀援パッケージのイメージ
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